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現代資本主義分析と貨幣理論


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１２４ 松山大学論集 第１６巻 第１号
している。
２０）同上，田中論文，３ページ参照。そこで田中は，１９８０年と８６年の金市場価格のトレン
ド値をとって，８０年は６００ドル，８６年は３６８ドルであるから，１００ドルあたりの「代表金
量」は，後者の方が上昇したことを理由に「事実上の価格標準」を否定している。
２１）木下悦二『国際経済の理論』有斐閣，１９７９年，２１０ページ。
２２）久留間健「独自な物価騰貴としてのインフレーションの概念規定の確立のための一試
論」大内兵衛，久留間鮫造，有沢広巳，鈴木武雄編『渡辺左平教授還暦記念論文集，金融
論研究－理論・歴史・現状－』法政大学出版局，１９６４年所収論文，なお，同論文は『貨幣・
信用論と現代』大月書店，１９９９年の第一章に論題の一部を変更して収録されている。今回
は再録された新版を参照した。なお，久留間健に依拠しながら，インフレーションと管理
通貨制度の関連を研究した文献に，金谷義弘『管理通貨制と金融資本の蓄積』文理閣，１９９６
年がある，参照されたい。
２３）前出，拙著で考察したインフレーションは，独占資本の資本蓄積のメカニズムにインフ
レーション政策が不可欠であるという視点から展開したものである。富塚良三，吉原泰助
編『資本論体系第９巻－２』有斐閣，１９９８年で長島誠一によって，学説分類のなかで紹介
されているが，次のことを付記しておきたい。インフレーションは貨幣論次元では紙幣価
値の低下，物価上昇に見えるが現代の国家政策として資本蓄積を推し進めようとすれば，
物価の上昇すなわち過剰通貨の預金通貨としての資本間への配分は不均等にしか行われな
いということである。最初に配分された独占資本には大きな利潤が期待できるが，需給の
部門間波及によって次第に効果は薄れていく。その時点で新たな価格水準が形成される。
この限界を突破していくためには，さらなるインフレーションが不可欠となるということ
である。結果は，持続的な物価上昇になる。
２４）高須賀義博『現代資本主義とインフレーション』岩波書店，１９８１年。
２５）財務省『調査月報』第９２巻第６号，２００３年６月による。正確な数字は，アメリカの経
常収支の赤字は０１年が３，９３７億ドル，０２年が４，８０９億ドルであり，貿易サービス収支の
赤字が０１年で３，５７８億ドル，０２年で４，１８０億ドルであった。対外債務は累増してお
り，２０００年は，１３，８７７億ドル，０１年は１９，７９９億ドル，０２年は２３，８７２億ドルとなってい
る。
２６）松村文武『体制支持金融の世界』青木書店，１９９３年，１４８ページ参照。
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